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利益相反取引の条文の読み方・教え方 
 






 １. 「自己又は第三者のために」と「取締役が・・・株式会社と取引をしようとするとき」 
 ２. 自己取引の範囲 
 ３. 直接取引と間接取引 
 ４. 混乱の原因 
 
II. 「任務懈怠」と「責めに帰すべき事由」の異同 
 １. 民法学における債務不履行責任の理解の変容 
 ２. 改正後の民法における手段債務の帰責事由概念の位置づけ 
 ３. 会社法上の利益相反取引についての取締役の責任 
  （1） 結果債務としての利益相反取引責任 
  （2） 手段債務としての利益相反取引責任 
  （3） 小括 
 
結論 
 １. 利益相反取引の条文の読み方 




 本稿は、会社法 356 条を中心とする利益相反取引に関する条文の読み方を、もう一度、
考えてみることを目的とする。会社法の利益相反取引については、古くは「のために」の文
言解釈をめぐる計算説と名義説の対立、近時は会社法 423 条 3 項の任務懈怠の推定と 428
条の定める「責に帰すべき事由」との関係をどのように理解するかなど、議論が盛んである。
特に、後者は、平成 29 年（2017 年）民法（債権法）改正に至るまでに、債務不履行概念と
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2 「『法科大学院における共通的な到達目標』作成の基本的考え方」available at, 
http://www.lskyokai.jp/info/20101018/2.pdf 
3 「共通的な到達目標モデル：商法（第二次案修正案）」３－４－５－２ 利益相反取引 available at, 
http://www.lskyokai.jp/info/20101018/6.pdf 
4 法務省「平成 20 年新司法試験論文式試験問題出題趣旨」5 頁、「平成 24 年司法試験論文式試験問題出
題趣旨」6 頁参照。その他、事案として利益相反取引が行われているものとして法務省「平成 18 年新司
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 このような事例をもとに取締役 A の責任の有無を論じよ、という作題がなされた場合、
その出題趣旨は、取締役の対第三者責任（会社法 429 条）発生原因としての任務懈怠（最判




                                                     
法試験論文式試験問題出題趣旨」3 頁。 
5 この問題は、平成 26 年度北海道大学大学院法学研究科法律実務専攻（法科大学院）入学者選考試験の
問題（ウェブ上で開示されている）を改変して、筆者の担当した法科大学院での授業である平成 25 年度
商事法事例問題研究 I の授業で取り扱った問題の一部である。 
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6 神田秀樹『会社法〔第 20 版〕』（2018・弘文堂）234 頁注 7、伊藤靖史ほか『LEGAL QUEST 会社法
〔第 4 版〕』（2018・有斐閣）220 頁、江頭憲治郎『株式会社法〔第 7 版〕』（2017・有斐閣）444 頁、445
頁注 2、高橋美加ほか『会社法〔第 2 版〕』（2018・有斐閣）194－195 頁。 
7 田中亘『会社法〔第 2 版〕』（2018・東京大学出版会）245 頁。コンメンタールとして落合誠一編『会社
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  明することができるとともに、会社法３５６条１項２号にいう「自己又は第三者に 
  ために」の意味を説明することができる10。 
 
 そのほか、コア・カリキュラムは、利益相反取引に関連して、株主全員の同意がある場合
における会社の承認の要否（最判昭和 49・9・26 民集 28 巻 6 号 1306 頁）や間接取引の範












                                                     
9 田中・前掲注(7)文献 245 頁、落合編・前掲注(7)文献 81 頁〔北村〕。 
10 「共通的な到達目標モデル（第二次修正案）：商法」３－４－５－２ 利益相反取引。 
11 「共通的な到達目標モデル（第二次修正案）：商法」３－４－５－５－１ 会社に対する任務懈怠責
任・任務懈怠の推定・代表訴訟。 
12 龍田節＝前田雅弘『会社法大要〔第 2 版〕』（2017・有斐閣）81 頁、相澤哲ほか編著『論点解説 新・会
社法』（2006・商事法務）326 頁（なお同書 324 頁は競業取引についても介入権が廃止されたことから平
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れるとすると、これまでの議論は 2 つの要件のいずれに整理されることになるのか。 
 まず、平成 17 年会社法以降においては、自己のためにする直接取引（いわゆる「自己取









                                                     
問題とする実益はない」と述べる。 
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法 428 条の適用を否定しながらも、利益が取締役自身に帰属したと同視できる場合には 428
条 1 項類推適用を肯定する見解15や、428 条 1 項の自己のための取引の場面では、356 条 1
項 2 号の場面とは異なり、計算説をとるとする見解16もある。本稿の整理によれば、これら
の見解は、名義説をとりながらも、「取締役―会社間の取引」要件を柔軟に解釈するという










                                                     
14 伊藤ほか・前掲注(6)文献 220 頁。 
15 江頭・前掲注(6)文献 476 頁注 7、高橋ほか・前掲注(6)文献 217 頁。 
16 伊藤靖史ほか『事例で考える会社法〔第 2 版〕』（2015・有斐閣）253 頁〔斎藤真紀〕。 
17 具体例として落合編・前掲注(7)文献 81 頁［北村］。 
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18 江頭・前掲注(6)文献 445 頁、田中・前掲注(7)文献 247 頁、前田雅弘「取締役の自己取引」森本滋ほか
編『龍田節先生還暦記念・企業の健全性確保と取締役の責任』（1997・有斐閣）291－317 頁、292 頁。 
19 前注(17)参照。 
20 名古屋地判昭和 58・2・18 判時 1079 号 99 頁は取締役が実質的に全株式を有する他の会社との取引を
自己のためにする直接取引とする。 
21 前田・前掲注(18)文献 308 頁。 
東北ローレビュー Vol.6 (2019. March) 










厳格 〇 ×（間接取引） 
柔軟 〇 〇（△） 
計算説 
厳格 〇 × 
柔軟 〇 〇（△） 
 

























                                                     
22 上柳ほか編・前掲注(13)文献 233 頁［本間］。 
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には 2 つの異なる方向に整理できる。 
 まず、条文が例示する会社による取締役個人の債務保証26と類似する事例がある（保証類
似類型）。前述した最高裁で問題となった会社による取締役の債務引受や会社による取締役
の物上保証（東京地判昭和 50・9・11 金法 785 号 36 頁）も昭和 56 年改正以降は間接取引
として整理される可能性がある。 











                                                     
23 江頭・前掲注(6)文献 446 頁。 
24 伊藤ほか・前掲注(6)文献 221 頁、高橋ほか・前掲注(6)文献 197 頁。 
25 元木伸『改正商法逐条解説』（1981・商事法務研究会）130 頁、竹内昭夫『改正会社法解説〔新版〕』
（1983・有斐閣）146 頁、伊藤ほか・前掲注(6)文献 221 頁。 
26 昭和 56 年商法改正前の事案として最判昭和 45・3・12 判時 591 号 88 頁。 
27 高橋ほか・前掲注(6)文献 195 頁。 
28 高橋ほか・前掲注(6)文献 195 頁。計算説に立ったうえで「取締役―会社間取引」要件を厳格にしたう
えで間接取引とするものとして前述の落合編・前掲注(7)文献 81 頁［北村］。 
29 前田・前掲注(18)文献 309 頁。 
30 髙橋・前掲注(8)文献 234 頁は、最大判昭和 43・12・25 民集 22 巻 13 号 3511 頁による間接取引への
適用の拡張は、「自己又は第三者のため」要件ではなく「取引」要件の拡張であったと述べる。 
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31 伊藤ほか・前掲注(6)文献 220 頁も名義説と計算説とで承認の要否に違いが生じる事案は、基本的にな
いとする。 
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（2010・信山社）107 頁、117 頁以下（初出は商事法務 1740 号〔2005〕）。 
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36 鳩山秀夫『日本債権法・総論〔増訂改版〕』（1925・岩波書店）136 頁、我妻榮『新訂債権総論』
（1964・岩波書店）106 頁、松坂佐一『民法提要債権総論〔第 4 版〕』（1982・有斐閣）69 頁、於保不二
雄『債権総論〔新版〕』（1972・有斐閣）93 頁、林良平=石田喜久夫=高木多喜男（安永正昭補訂）『債権
総論〔第 3 版〕』（1996・青林書院）91 頁［林良平］、奥田昌道『債権総論〔増補版〕』（1992・悠々社）
124 頁など。 
37 吉田邦彦「債権の各種―『帰責事由』論の再検討」星野英一編集代表『民法講座別巻･２』（1985・有




けた作業のうち 2009 年の民法（債権法）改正検討委員会「債権法改正の基本方針」（NBL904 号掲載）ま
でについての議論は得津晶「取締役法令遵守義務違反責任の帰責構造」北大法学論集 61 巻 6 号（2011）
1945 頁、1962 頁以下参照。 
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厳格責任化などといわれることもある）の 2 点において批判を加えた。 
 この 2 点を徹底すれば、債務不履行責任においては、（結果債務の）不可抗力の場面を除
いては、債務不履行事実の要件一つで足り、帰責事由要件は不要か、もしくは不可抗力のよ
うに非常に限定された場面でしか機能しないような文言に変更すべきということになる。 







すなわち前記の A. （不法行為法上の過失との差異）、B. （帰責事由要件の廃止）の二点の
批判のうち A. のみが明文上採用された41。 




                                                     
39 森田宏樹『契約責任の帰責構造』（2002・有斐閣）50 頁。 
40 筒井健夫＝村松秀樹『一問一答 民法（債権関係）改正』（2018・商事法務）74 頁は「帰責事由の判断
枠組みの明確化」と表現する。民法（債権法）改正検討委員会「債権法改正の基本方針」【3.1.1.63】提案
要旨 4、民法（債権法）改正検討委員会編『詳解･債権法改正の基本方針Ⅱ』（2009・商事法務）250 頁。 
41 民法（債権法）改正検討委員会編・前掲注(40)文献 252 頁は｢損害賠償からの免責の枠組みをドイツ型
の『過失』･『無過失』から、契約のもとでの履行障害リスクの引受けへと変更したにすぎない｣とする。 
42 得津・前掲注(38)文献 1964 頁、森田宏樹『債権法改正を深める』（2013・有斐閣）30 頁以下、道垣内
弘人「債務者の帰責事由の位置づけ」安永正明ほか監修『債権法改正と民法学Ⅱ－債権総論・契約
（１）』（2018・商事法務）45 頁、48 頁以下。 
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43 潮見佳男『新債権総論 I』（2017・信山社）381 頁。 
44 森田・前掲注(42)文献 33 頁、36 頁。ただし、森田はこのように帰責事由概念が意味を持つのは、前者
の債務不履行要件として一定の外形的事実のみで推定される場面（賃貸借契約における賃借人の賃借物の
滅失、寄託契約の受託者の受託物の滅失、運送契約の運送人の運送品の滅失・損傷など）に限定している









2 版〕』（2015・有斐閣）213 頁、高橋宏志『民事訴訟法概論』（2016・有斐閣）121－122 頁、高橋宏志
『重点講義民事訴訟法（上）〔第 2 版補訂版〕』（2013・有斐閣）424 頁。 
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取引においては会社法 428 条 1 項によって不可抗力免責すら認められないという理解が導
かれうる。 
 しかし、これは、自己取引を除いて、利益相反取引を過失責任化したという平成 17 年会





能』（2014・信山社）5 頁、16 頁。 
47 森田・前掲注(39)文献 1 頁以下参照。 
48 森田・前掲注(39)文献 49－50 頁、潮見・前掲注(43)文献 383－386 頁。 
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社法改正の趣旨49に反する。また、利益相反取引によって会社に損害を与えたことをもって
任務懈怠となるのであれば、その場合にも任務懈怠の推定がなされるにとどまるという会
社法 423 条 3 項の文言とも整合的ではない。 
 






  a. 条文上の債務不履行要件＝帰責事由 
 まず、手段債務においては、債務不履行要件と帰責事由要件が法律上、同一となるという
考え方を採用した場合について検討する。会社法 423 条 1 項の任務懈怠要件は民法の条文
上の本旨不履行要件とパラレルであり、423 条 3 項で推定される任務懈怠と 428 条 1 項で
自己取引の場面で免責が主張できないとされる帰責事由は同一ということになる。 






ることのできる事実は全く変わらず、428 条 1 項は全く持って無意味な条文と理解するこ
とになる。 




                                                     
49 会社法制の現代化に関する要綱（平成 17 年 2 月 9 日）第２部 株式会社関係 第３ 機関関係 (8) 取締
役の責任 c 利益相反取引に係る責任 イ 過失責任化。 





られないのであれば、428 条 1 項空文化に近い立場といえる。そうであれば、同立場による自己取引の責
任を「厳格化された過失責任説」と表現する（伊藤ほか・前掲注(16)文献 245 頁〔斎藤〕）のは妥当でな
いように思われる。 
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51 潮見・前掲注(35)文献 118 頁。 
52 北村雅史「競業取引・利益相反取引と取締役の任務懈怠責任」川濵昇ほか編『森本滋先生還暦記念 企
業法の課題と展望』（2009・商事法務）193 頁以下、239 頁以下、森本滋『取締役の義務と責任』（2017・
商事法務）218 頁、龍田＝前田・前掲注(12)文献 97 頁、高橋ほか・前掲注(6)文献 217 頁（①の解釈）。 
53 江頭憲治郎「『会社法制の現代化に関する要綱案』の解説（３）」商事法務 1723 号（2005）6 頁。 
54 森田・前掲注(39)文献 56 頁、中田裕康ほか『講義債権法改正』（2017・商事法務）93 頁〔道垣内弘
人〕。 
55 吉原和志「会社法の下での取締役の対会社責任」黒沼悦郎＝藤田友敬編『江頭憲治郎先生還暦記念 企
業法の理論・上』（2007・商事法務）521 頁以下、548 頁、得津・前掲注(38)文献 1966 頁、ウェブサイ
ト・会社法であそぼ。（葉玉匡美）｢善管注意義務｣（2009 年 4 月 22 日 8:30 AM）, 
http://kaishahou.cocolog-nifty.com/blog/2009/04/post-8aee.html (last visited Feb. 26, 2019)。 
56 森田・前掲注(42)文献 46、47 頁、58 頁。反論として得津・前掲注(38)文献 1966 頁。 
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的事実（外形的事実の外形的事実）をもって推定を認めるというのが会社法 423 条 3 項と
整理するのである。 








                                                     
57 相澤哲編著『立案担当者による新・会社法の解説』（別冊商事法務 295 号）（2006・商事法務）117－
118 頁。 
58 田中・前掲注(34)文献 9 頁、田中・前掲注(7)文献 281 頁。 
59 会社法であそぼ。前掲注(55)ウェブサイト参照。 
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61 髙橋・前掲注(8)文献 240 頁、250 頁の説く「厳格な名義説」はかかる立場といえる。 
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※ 本稿執筆にあたり北海道大学民事法研究会（2014 年 11 月 21 日）、東北大学商法研究





                                                     
62 さらにいえば、コア・カリキュラム制定当時には応用問題だったかもしれないが重要性が増し現在にお
いては「共通に修得すべき学習内容」となったと思われる敵対的買収防衛策（差別行使条件付新株予約権
の無償割当など）、キャッシュアウトのほか、平成 26 年会社法改正を含めたものに改定する必要もあろ
う。 
